
0 関係主体それぞれにおける具体的取組みについて

アルブミン製剤等の国内自給の推進に向けた具体的方策を検討し実施していく
.に当LTIつては.血液事業の関係主体である臥地方公共団体く都道府臥市町村l

特別区Jへ日本赤十字臥製造業者等く製嵐輸人販売に係る国内外の企業1-
医療関係者がl血液法における国内自給の基本理念を踏まえて.それぞれ主体的
に取組み.また.相互に連携と協力を図りながらl具体的な方策に着実に取り組
んでいくことが重要であるo

例えば.東京都においてはへ血液製剤の適正使用推進に向けた評価指標を設定

して都内,OD医療機関にアンケ-ト調査を実施しているがlその中でrアルブミン
製剤の国内献血由来製晶の使用割合くg換算IJを調査しているoまた.都内の医
療機関に対して輸血療法委員会の設置と運営について呼びかけたり.輸血療法研

究会を献血功労者の表彰と併せて開催して開かれた運営をするなどのエ夫も行わ
れているoこのような地方公共団体の主体的な取組みや.その成果を他の関係者
と共有して施策の連携につなげることなどもへ効果的な方策を検討する上で重要
と考えられるo

また,医療関係者や患者に国内献血由来製晶の意義へ国内自給の理念について
の理解を得る際にはへ献血の実施状況,国内献血由来製品の製造.供給体制l血
液製剤のコスト構造,血液製剤の安全対策など.献血から医療機関に血液製剤が
供給されるまでの流れについての理解を得る.こと.さらには献血による血液事業
の重要性について再認識することが重要であり,企業からの情報提供や説明を含
め.広く関係者の日頃からの活動が期待されるo
さらに,全国各地bl医療関係者の理解を進めてアルブミン製剤をはじめとした

血液製剤の適13f使貞と国内献血由来製晶の使用に向けた取組みに繋げていくため
には,個々の医療機関における組織的な取組みのみならず.各地域毎に医療関係
者が情報を共有して取り組める場や.全国的な活動に繋げられる医療関係学会の
側からの専門的なイ二シアテイブが期待されるo例えば.国が今年度から開始.し
た都道府県単位での合同輸血療法委員会の活動支援では.地方自治体あるいは都
道府県血液センタ-が中心となって地域における血液製剤の適正使用を目手旨した
先進的な取組が収集され-各医療機関ヘもフイ-ドバックされる仕組みを提供し
ている.また,日本輸血.細胞治療学会では. I18LA委員会の活動として.各医

療機関においてよりよい輸血療法を行うための客観的なチ工ツクシステムを提唱
し,具体的な助言を行っているoL

とりわけ.輸血医療に主休的に取り組んできている輸血関係学会のこれまでの
取組みのみならず.内科系.外科系をはじめとした関係学会においてもヘ国内献
血由来梨剤の意義やその倫理性ヘの理解を広げ,各学会を通じた活動や医療機関
内における連携の強化に繋げていくことも重要と考えられるo
なお,医療を受ける患者等も含めへアルブミン製臥免疫グロブリン製剤に接

する機会のある者及びその関係都羊おいては1血液法に規定されている責務規乱
すなわち献血の推乱血液製剤の安全性の向上と安定供給の確臥血液製剤の適
正な使用等といった主旨にとどまらずl血液法の基本理念,基本方針も踏まえl
それぞれの立場における役割を認識して取り細んでいくことが必要でありl関係
者間における意思疎通へ情報交換.連携.協力等を図りながら取組んでいくこと
が期待されるo ,
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